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8回目となるデロイトのミレニアル年次調査は、絶え間ないテクノロジーの進化や社会のディスラプションを見てきたミレニアル世代やZ世代が伝統的な

権威に幻滅し、企業の考えにも懐疑的で、経済や社会・政治の行方を悲観視していることを示した。世界経済の繁栄と機会拡大にもかかわらず、若い世

代は世界や自分たちのいる場所を用心深く見ている。しかし、消費者および働き手として自らの価値観に沿って希望を持ち社会生活を送っている。

日本の調査結果（ミレニアル世代319名、Z世代301名の回答を基に分析）

• 日本のミレニアル世代・Z世代は高収入を得ること望む割合が世界より高いが、世界を旅することや子供を持つこと、家を買うこと、職場で幹部になることへの望みは低い。

• 日本のミレニアル世代・Z世代共に今後12か月で経済が改善すると見込む割合はごくわずか。社会・政治が改善すると見込む割合もわずか。

• 日本のZ世代は世界の同世代よりも現在の雇用先から「2年以内」に離職すると考えており、「5年以上」勤務すると考える割合は低い。

• 日本のミレニアル世代、Z世代共にギグ・エコノミーへの参画意欲は世界に比べてかなり低い傾向にある。

• 日本のミレニアル世代、Z世代共に世界と同様に「ソーシャルメディアに費やす時間を減らすと体の健康が増す」と回答する傾向にあるものの、ソーシャルメディアの使用を

完全に止めたいと考える割合は世界より低い。

はじめに
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29%71%

調査対象プロファイル
ミレニアル世代319人

3* 現在就職中の人のみ対象

50%50%

49%
41%

2%
4%

4% 下級管理職

中間管理職

上級管理職

所属長 / 部門長

上級経営チーム / 取締役

10%

21%

10%59%

フルタイムまたはパートタイム
（週30時間以下）

非正規 / フリーランス

フルタイムで学生

無職 / 無報酬の仕事

80%

5%

4%
10%

11%

18%

13%20%

32%

組織の規模*

（社員数）

26%

46%

12

%

15

%

組織の種類*職位*

教育レベル

雇用状況

子供の有無

性別

1-9人

10-99人

100-249人

250-999人

1,000人以上

非上場企業

上場企業

公官庁 / 公的機関

非営利組織 / 慈善団体

男性 女性

子供なし 子供あり

大卒または
大学院卒

大学在学中

職業資格取得に
向けて勉強中、ま
たは職業資格取
得済み

高卒
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8%

92%

Z世代301人

調査対象プロファイル

4* 現在就職中の人のみ対象

50%50%

71%

16%

4%

2% 7%

45%

5%

40%

10%
12%

32%

10%

9%

24%

13%

50%

8%

28

%

男性 女性

子供なし

子供あり

組織の種類*職位*

雇用状況

子供の有無

性別

組織の規模*

（社員数）

1-9人

10-99人

100-249人

250-999人

1,000人以上

教育レベル

大卒または
大学院卒

大学在学中

職業資格取得に向け
て勉強中、または職
業資格取得済み

高校在学中4%

16%

10%

49%

20%

高卒

フルタイムまたはパートタイム
（週30時間以下）

非正規 / フリーランス

フルタイムで学生

無職 / 無報酬の仕事

下級管理職

中間管理職

上級管理職

所属長 / 部門長

上級経営チーム / 取締役

非上場企業

上場企業

公官庁 / 公的機関

非営利組織 / 慈善団体
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高収入を得る

世界を旅する

子供/家庭を持つ

自宅を購入する

自分の選んだキャリアで
幹部になる

高収入を得る

子供/家庭を持つ

世界を旅する

自宅を購入する

自分の選んだキャリアで
幹部になる

人生の目標が従来と異なる

Q22a. 次のような目標がありますか？ Q22b. それぞれの目標は達成可能だと思いますか？
Q4b. 全般的に現在の生活にどの程度満足していますか？0~10点評価のうち8~10点の割合。
対象：日本の全ミレニアル世代/全Z世代 319人/301人、グローバル 13,416人/3,009人。Q22bは目標によって対象が異なる。

5

グローバル

ミレニアル世代の人生の目標トップ5 Z世代の人生の目標トップ5

59%

36%

32%

31%

26%

57%

67%

71%

65%

58%

52%

60%

57%

71%

39%

83%

49%

74%

34%

68%

グローバル

59%

39%

33%

30%

30%

46%

72%

70%

50%

58%

56%

61%

45%

82%

57%

70%

52%

73%

40%

64%

目標としている この目標は達成可能だと思う 目標としている この目標は達成可能だと思う

今の生活に「満足」している
（10点満点の8～10点）

15%
日本

29%
グローバル

今の生活に「満足」している
（10点満点の8～10点）

15%
日本

27%
グローバル

• 日本のミレニアル世代・Z世代共に高収入を得ること望む割合が世界より高いが、世界を旅することや子供を持つこと、家を買うこと、職場で幹部になることへの望みは低い。

• 日本のミレニアル世代・Z世代共に今の生活に満足している人は世界よりも少ない。
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所得の不均衡/富の分配

気候変動/環境保護/自然災害

高齢化/長寿化する高齢者の介護

政治的不安定/戦争/国家間の紛争

犯罪/個人の安全

世界に対する見方

Q1.世界（自国を含めて）が直面している課題について考えたとき、次の項目の中で個人的に最も関心があるものを3つまで選択してください。Q2.すべての状況を考慮して、今後12カ月の間にあなたの国の経済状況は改善、
悪化、もしくは変化なしのどれを予測しますか？ （Q3）すべての状況を考慮して、今後12カ月の間にあなたの国の社会・政治状況は改善、悪化、もしくは変化なしのどれを予測しますか？ Q17. 将来的に、世界の最も差
し迫った課題を解決する最善の主体はどれですか？1つ選択してください。Q23. 次の記述にどの程度同意しますか、同意しませんか？「自分のキャリア目標の達成を妨げる障害はない」。Q19.次のグループ・組織につい
て、確実で正確な情報源としてどの程度信頼できますか？ 2019年度対象：日本の全ミレニアル世代/Z世代 319人/301人、グローバル 13,416人/3,009人。2018年度対象：日本の全ミレニアル世代 337人、グローバル
10,455人。注：トレンドは傾向を表すものですが、同一条件の比較ではありません。2018年度の対象は、大学教育を終了したフルタイムのミレニアル世代です。

ミレニアル世代とZ世代が個人的に懸念していること（%） 自分の国の状況が今後12カ月で改善すると考える
ミレニアル世代の割合（% ）

26%

24%

22%

18%

17%

22%

18%

26%

22%

14%

経済の見通し

26%

22%

グローバル
2019年

2018年

26%

21%

38%

13%

13%

グローバル
2019年

世界の差し迫った課題を解決できる最善の主体だと
ミレニアル世代とZ世代が考えるもの（%）

次のそれぞれのグループ・組織が確実で正確な情報源として「非常に」信
頼できると考えるミレニアル世代とZ世代の割合（%）

「自分のキャリア目標の達成を妨げる障害はない」と
考えるミレニアル世代とZ世代（%）

グローバル 2019年

60%

38% 35%

グローバル 2019年

58%

日本 グローバル

政府 38% 32% 29% 28%

企業 32% 21% 20% 18%

学術研究機関 11% 24% 27% 33%

慈善団体/NGO 9% 15% 13% 14%

22%
12%16%

11%

2018年 2019年

経済の見通し 社会・政治の見通し

社会・政治の
見通し*

自分の国の状況が今後12カ月で改善すると考える
Z世代の割合（%）

トップ 5

日本 グローバル

経済の見通し 13% 26%

社会・政治の見通し* 13% 18%

ミレニアル世代

22%

29%

8%

18%

20%
*中国を除く

• 日本のミレニアル世代・Z世代共に今後12か月で経済が改善すると見込む割合はごくわずか。社会・政治が改善すると見込む割合もわずか。

• 日本のミレニアル世代は世界の同世代よりも政府や企業が世界の喫緊の課題解決の最善の主体と考える。

• 「自分のキャリア目標の達成を防ぐ障害はない」と考える日本のミレニアル世代・Z世代は世界よりも少ない。

日本 グローバル*

ビジネスリーダー 7% 14% 15% 16%

伝統的メディア・
ジャーナリスト

9% 12% 17% 18%

政治家 6% 9% 10% 12%

SNS 9% 13% 15% 15%

ミレニアル世代 Z世代

ミレニアル世代 Z世代 ミレニアル世代 Z世代 ミレニアル世代 Z世代

*中国を除く

*中国を除く
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企業に対する見方

Q11. 世界の企業について考えた場合、業務を展開する広い社会においてどのような影響を与えていると思いますか？
Q14. 世界の企業について考えた場合、企業の行動に関する次の記述に同意しますか、同意しませんか？
2019年度対象：日本の全ミレニアル世代/Z世代 319人/301人、グローバル 13,416人/3,009人
2018年度対象：日本の全ミレニアル世代 337人、グローバル 10,455人
注：トレンドは傾向を表すものですが、同一条件の比較ではありません。2018年度の対象は、大学教育を終了したフルタイムのミレニアル世代です。

7

業務を展開する社会において企業が概ねポジティブな影響をもたらすと考える割合
（%）

企業は「広い地域社会に配慮するより自社の目標に重点を置く」と考える割合（%）

61%
55% 55%

42%

49% 48%

ミレニアル世代

2018年

ミレニアル世代

2019年

Z世代

2019年

75% 76%
71%

50%

75%
71%

ミレニアル世代

2018年

ミレニアル世代

2019年

Z世代

2019年

• 日本のミレニアル世代・Z世代は世界に比べて、企業が社会に好影響をもたらすと考える傾向が低い。

グローバルのミレニアル世代 日本のミレニアル世代

グローバルのZ世代 日本のZ世代

グローバルのミレニアル世代 日本のミレニアル世代

グローバルのZ世代 日本のZ世代
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8

第四次産業革命の影響

• 日本のミレニアル世代およびZ世代は世界と比較して、「第四次産業革命によって将来的に就職や転職が今より難しくなる」と回答する傾向が低い。

• 日本のミレニアル世代およびZ世代は世界と比較して、「仕事環境が第四次産業革命によって変わっていく中で、必要とされるスキルや知識のすべてまたは一部を習得していると思う」と回答する傾向が低い。

第四次産業革命が就職・転職に与える影響 第四次産業革命に際して必要なスキル・知識

Q34. もしあるとすれば、第四次産業革命は将来的に就職や転職にどのような影響を与えると思いますか？第四次産業革命によってどうなりますか？
Q35. 第四次産業革命が今までにも増して仕事環境を変えていく中で、自分には必要なスキルや知識が備わっていると思いますか？
対象：日本の全ミレニアル世代/全Z世代 319人/301人、グローバル 13,416人/3,009人。

37%

10%
13%

6%
35%

10%
グローバルのミレニアル世代

27%

25%

20%
4%

9%
3%日本のミレニアル世代

少し難しくなる

難しくなる

変わらない わからない

少し簡単になる

簡単になる

0 20 40 60 80 100

9%

13%57%

36%

22%

14%42%7%

すべてある

わからない一部ある

ほとんどない

グローバルのZ世代

日本のZ世代

11%
15%

4%
37%

10%
23%

25%33% 22%15%2%
3%

11%18%53%18%

38% 21%36%5%

グローバルのミレニアル世代

日本のミレニアル世代

グローバルのZ世代

日本のZ世代
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ディスラプトされ、自らもディスラプトする

Q7.もし選択できるならば、新しい組織に参画したり、何か違うことを始めたりする前に、どのくらいの期間現在の組織に勤務しますか？ Q42. ギグ・エコノミーへの参画を検討しますか？ Q20/21. 消費者と
して、「商品・サービスが社会・環境にプラス/マイナスの影響を与えている」という理由でその商品・サービスの利用を始めた/増やした、または止めた/減らしたことはありますか？
2019年度対象：日本の全ミレニアル世代/Z世代 319人/301人、グローバル 13,416人/3,009人、日本の有職の全ミレニアル世代/Z世代 257人/137人
2018年度対象：日本の有職の全ミレニアル世代 337人。注：トレンドは傾向を表すものですが、同一条件の比較ではありません。2018年度の対象は、大学教育を終了したフルタイムのミレニアル世代です。

9

今の仕事を辞める/続けると考える割合（%）

37%

30%

49%

25%

64%

10%

2年以内に離職する 5年以上勤続する

ミレニアル世代18年 ミレニアル世代19年 Z世代19年

ギグ・エコノミーに参加している・参加を検討する割合（%）消費者として、環境・社会にプラス/マイナスの影響
を与えるという理由で、利用を始めた/増やした、も
しくは止めた/減らした割合（%）

日本 ミレニアル世代 Z世代

フルタイムの仕事の
代わりとして 25% 19%

副業として 25% 23%

38%
33%

37%
33%

ミレニアル世代 Z世代

利用を始めた/増やした 利用を止めた/減らした

グローバル ミレニアル世代 Z世代

2年以内に離職する 49% 61%

5年以上勤務する 28% 19%

グローバル ミレニアル世代 Z世代

フルタイムの仕事の
代わりとして 56% 49%

副業として 68% 58%

• 日本のZ世代は世界の同世代よりも現在の雇用先から「2年以内」に離職すると考えており、 「5年以上」勤務すると考える割合は低い。

• 日本のミレニアル世代、Z世代共にギグ・エコノミーへの参画意欲は世界に比べてかなり低い傾向にある。
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デジタル行動と幸福度

Q38. ソーシャルメディアの使用について、次の記述に同意しますか、同意しませんか？Q39 次の点について、当てはまるとしたらどの程度懸念していますか？
Q40 オンラインデータの使用やあなたや他の人からデータを入手する組織について、次の記述に同意しますか、同意しませんか？
Q41. 個人情報とオンラインの安全性保護のために次のグループがしている努力についてどのように考えますか？
対象：日本の全ミレニアル世代/Z世代 319人/301人

10

次の点を懸念するミレニアル世代とZ世代の割合（%）

ソーシャルメディアに
費やす時間を減らすと
体の健康が増す

ソーシャルメディアに
費やす時間を減らすと
より幸せな人になれる

ソーシャルメディアは結局、
良い面よりも悪い面が多い

ソーシャルメディアの使用を
完全に止めたい

ソーシャルメディアをチェックできない
または1－2日ソーシャルメディアなしで

過ごすと不安になる

67% 64% 54% 45% 48% 56% 51% 50% 34% 33%

次の点に同意するミレニアル世代とZ世代の割合（%） 個人情報とオンラインの安全性を保護するために「さらなる努力が必要」な
主体（%）

ミレニアル世代 Z世代

オンライン不正の被害

企業が保有している自分の
個人情報の安全性

組織が個人情報を入手する方法

公的機関が保有している自分の
個人情報の安全性

54%

44%

42%

40%

40%

49%

36%

46%

41%

40%

政府 / 規制当局

テクノロジー企業

個人

物品やオンライン・
サービスを販売する企業

ソーシャルメディア・
プラットフォーム

78%

76%

74%

69%

73%

64%

67%

65%

自分の個人情報を誰が保有していて
どのように使用するかについて自分
はコントロールできないと感じる

テクノロジーを活用するためには自
分の個人情報をある程度は共有する
覚悟が必要である

自分の個人情報を共有することから
くるリスクよりもテクノロジーから
受ける恩恵のほうが優る

76%

60%

59%

74%

53%

54%

次の点に同意するミレニアル世代とZ世代の割合（%）

• 日本のミレニアル世代、Z世代共に世界と同様に「ソーシャルメディアに費やす時間を減らすと体の健康が増す」と回答する傾向にあるものの、ソーシャルメディアの使用を完全に止めたいと考える割合は世界より
少ない。

グローバル
2019年 64% 63% 60% 58% 44% 52% 55% 54% 41% 38%
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